様式第１―１号（第６条関係）
木造住宅耐震改修事業用
岩国市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付申請書
　　　　年　　月　　日　
　（宛先）
岩国市長　様
申請者　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

岩国市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金について、次のとおり補助金の交付を申請します。（裏面へ続く）

	１　補助年度
	年度

	２　対象住宅所在地
	岩国市

	３　対象住宅の用途
	□専用住宅 □併用住宅（□店舗 □事務所 □その他　 　　）

	４　補助金交付
申　　請　　額
	　円

	５　着手予定及び
完了予定年月日
	着手予定　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
完了予定　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	６　添付書類
	⑴　対象住宅の所有者及び建築時期の分かる書類
　（登記事項証明書、建築確認済証、固定資産評価証明書等）
⑵　耐震診断の結果の写し
⑶　耐震診断を行った建築士の免許証の写し及び当該建築士の所属する建築士事務所が都道府県知事による登録を受けていることが分かる書類の写し
⑷　耐震補強工事の内容が分かる図面
⑸　耐震補強後の設計上部構造評点を確認する補強計画書
⑹　耐震改修事業費の見積書の写し（耐震改修設計及び工事監理に要する経費を除く。）
※リフォーム等の対象外工事を併せて行う場合においては、耐震改修に要する部分の内訳
⑺　市税の滞納がないことの証明（完納証明書）
⑻　次に掲げる書類（この補助金の申請前に土砂災害対策改修を実施している場合に限る。）
　ア　建築士事務所に所属する建築士による建築基準法施行令第80条の３の規定に適合していることの証明
　イ　アの証明を作成した建築士の免許証の写し及び当該建築士の所属する建築士事務所が都道府県知事による登録を受けていることが分かる書類の写し
⑼　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
[bookmark: _GoBack]なお、本市の耐震診断補助により耐震診断を行った場合においては、⑴⑵⑶は省略できます。




	誓約事項
１　私は、岩国市暴力団排除条例（平成23年条例第21号）に規定する暴力団員ではありません。
２　私は、岩国市暴力団排除条例に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者ではありません。



本件責任者氏名　　　　　　　　　　　
本件担当者氏名　　　　　　　　　　　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　


